
５ 令和元年度 決算状況 

 

（１） 一 般 会 計 

歳入の根幹となる市税は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響は年度末への限定的なものであったことから年度を通して

の緩やかな景気回復傾向が反映された結果、微増となりました。企業業績の不調による法人市民税の減や買い控えによる市た

ばこ税の減があるものの、課税所得の増加による個人市民税の増や納税義務者の増による固定資産税の増などにより、市税全

体では前年度対比で３，５４８万５千円（＋０．１％）の増収となりました。地方譲与税、利子割交付金等の各種交付金は、

地方消費税交付金の減などがあるものの、子ども・子育て支援臨時交付金を含む地方特例交付金の増などにより、前年度対比

で４，１８７万５千円（＋０．７％）の増加となりました。国庫支出金は、社会資本整備総合交付金の減などがあるものの、

幼児教育・保育の無償化に伴う子どものための教育・保育給付費負担金の増などにより、前年度対比で１１億９，８９４万１

千円（＋９．０％）の増加となりました。繰入金は、子ども・子育て基金繰入金の減があるものの、見附台周辺地区整備事業

等への充当による公共施設整備保全基金繰入金の増などにより、前年度対比で１，３４８万７千円（＋１．８％）の増加とな

りました。市債では、相模小学校の用地取得完了による学校整備債の減などがあるものの、見附台周辺地区整備事業開始によ

る臨時財政対策債の増や消防署本署新改築工事に伴う消防施設整備債の増などにより、前年度対比で５，２９５万２千円（＋

１．０％）の増加となりました。 

これらの結果、歳入総額は、前年度対比で１０億６８５万７千円（＋１．２％）増の８６４億５８万９千円となりました。 

一方、歳出では、人件費は、選挙従事及び災害対応などで時間外勤務手当の増額が大きかった職員給の増があるものの、定

年退職者の減少による退職金の減や定数削減等の影響による議員報酬等の減などにより、前年度対比で１億２，６５９万６千

円（△０．８％）の減少となりました。扶助費は、少子化による児童手当事業の減などがあるものの、幼児教育・保育の無償

化に伴う保育所運営費等扶助事業の増及び幼稚園運営補助事業の増などにより、前年度対比で９億９，４２３万６千円（＋４．

３％）の増加となりました。公債費は、元金償還金では償還が完了した減収補てん債の減などがあるものの、償還開始による

臨時財政対策債の皆増やツインシティ整備事業債の皆増などにより、前年度対比で３，１２４万３千円（＋０．６％）の増加

となりました。投資的経費は、見附台周辺地区整備事業の皆増などがあるものの、相模小学校移転整備事業の減やツインシテ

ィ整備推進事業の減などにより、前年度対比で８，８３７万１千円（△１．３％）の減少となりました。 

これらの結果、歳出総額は、前年度対比で１億１，０９３万３千円（＋０．１％）増の８２４億５，９９０万３千円となり

ました。 

以上により、令和元年度の一般会計の形式収支（収支差引）は、３９億４，０６８万６千円となり、ここから翌年度に繰越

すべき財源を差し引いた実質収支は、３２億４，８７６万３千円となり、令和２年度へ繰り越しました。 
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（２）  競輪事業特別会計 

本市の財政運営に貢献をしている競輪事業特別会計は、令和元年度に開催回数１３回、開催日数５２日実施し、車券発売額は、

１５５億５，９７９万７千円となり、前年度に比べ８０億９，４２６万３千円の減となりました。 

一般会計への繰出金は前年度に比べ５，０００万円減の２億円となり、この収益金は、主に教育費、土木費に充当され、社会

資本整備等の充実に寄与しています。 

歳入決算額は、１６５億８，８３１万６千円、歳出決算額は、１６０億５，１８７万円で、歳入決算額から歳出決算額を差し

引いた５億３，６４４万６千円が実質収支となり、令和２年度へ繰り越しました。 

 

（３） 国民健康保険事業特別会計 

令和元年度末の被保険者数は、５万６，３９５人で、前年度末に比べ１，７１９人の減となりました。また、保険給付費は、

前年度比２．４％減の１７７億１，５１３万６千円となり、法定外繰入金は、２億６，９２３万８千円となりました。 

歳入決算額は、２６３億４，６５６万８千円、歳出決算額は、２６０億５，８７３万７千円で、歳入決算額から歳出決算額

を差し引いた２億８，７８３万１千円が実質収支となり、令和２年度へ繰り越しました。 

 

（４） 水産物地方卸売市場事業特別会計 

令和元年度の魚市場年間取扱量は１，８６２トンで、前年度に比べ３０．３％の減、取扱金額は１９億３９８万５千円で、前

年度に比べ８．３％の減となっております。 

歳入決算額は、１，７９９万９千円、歳出決算額は、１，６８６万１千円で、歳入決算額から歳出決算額を差し引いた１１３

万８千円が実質収支となり、令和２年度へ繰り越しました。 

 

（５） 介護保険事業特別会計 

令和元年度末の第一号被保険者数は、７万１，８８８人で、前年度末に比べ１，０１１人の増となりました。要介護認定者数

は、１１，６９８人、介護サービス受給者は９，２１１人となっています。 

歳入決算額は、２０４億５，０２６万８千円、歳出決算額は、１９７億７，１６７万８千円で、歳入決算額から歳出決算額を

差し引いた６億７，８５９万円が実質収支となり、令和２年度へ繰り越しました。 

 

 

 

 



（６） 後期高齢者医療事業特別会計 

令和元年度末の被保険者数は３万５，４１７人で、前年度末に比べ１，１５３人の増となりました。また、後期高齢者医療広

域連合納付金は、前年度比１０．２％増の３２億１，９０８万８千円となりました。 

歳入決算額は、３５億９，０８６万１千円、歳出決算額は、３３億７，７３５万８千円で、歳入決算額から歳出決算額を差し

引いた２億１，３５０万３千円が実質収支となり、令和２年度へ繰り越しました。 

 

（７） 病院事業会計 

本会計は、平塚市民病院の事業会計です。令和元年度の入院延患者数１２７，６８１人、外来延患者数２０１，４５１人と

なっており、対前年度比で入院が９８人の減、外来が５，０２０人の減となりました。 

事業収益総額は、１４０億８，８３１万４千円、事業費用総額は、１４１億６６７万４千円となり、１，８３６万円の純損

失となりました。 

また、資本的収支の収入総額は、３億２，５８６万５千円、支出総額は、１０億３，６０７万５千円となり、資本的収入が資

本的支出に不足する額７億１，０２１万円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額８０万２千円、過年度分損益勘

定留保資金７億９４０万８千円で補てんしました。 

 

（８） 下水道事業会計 

本市の下水道事業は、地方公営企業法の財務規定等を適用して設置し、公共下水道事業と農業集落排水事業により河川の水

質保全や公衆衛生の向上、浸水防止などを図るため、建設改良や維持管理を行っており、当年度末の処理区域内人口は、２５

３，４６６人となりました。 

事業収益総額は、７７億３，１９２万７千円、事業費用総額は、７２億２，６５８万６千円で、５億５３４万１千円の純利

益となり、その他未処分利益剰余金変動額と合わせて、当年度未処分利益剰余金が１９億７，１３２万１千円となりました。 

また、資本的収支の収入総額は、２８億６３６万６千円、支出総額は、５４億４，７４２万１千円となり、資本的収入が資

本的支出に不足する額２６億４，１０５万５千円については、減債積立金１４億６，５９７万９千円、当年度分損益勘定留保

資金９億７，７７３万４千円などで補てんしました。 

 



会計別歳入歳出決算総括表（令和元年度）

予 　算 　現　 額 収 　入 　済 　額

88,621,144 86,400,589

69,976,911 66,994,012

競 輪 事 業 18,578,850 16,588,316

国 民 健 康 保 険 事 業 27,165,705 26,346,568

水 産 物 地 方 卸 売 市 場 事 業 17,965 17,999

介 護 保 険 事 業 20,674,737 20,450,268

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 3,539,654 3,590,861

158,598,055 153,394,601合 計

会 計 名

一　　 　般　　 　会　　 　計

特　 　　別　　 　会 　　　計

内

訳

－286－



（単位：千円）　

支 　出 　済 　額 収　支　差　引　額 翌年度へ繰り越すべき財源 実　質　収　支　額

82,459,903 3,940,686 691,923 3,248,763

65,276,504 1,717,508 0 1,717,508

16,051,870 536,446 0 536,446

26,058,737 287,831 0 287,831

16,861 1,138 0 1,138

19,771,678 678,590 0 678,590

3,377,358 213,503 0 213,503

147,736,407 5,658,194 691,923 4,966,271

－287－



　　歳入決算額の推移

　　　　　　      　年　　　度

区　　　分 決　算　額 構成比 指数 決　算　額 構成比 指数

55,268,797 64.5 100 54,209,067 63.7 98

市 税 42,967,700 50.1 100 42,643,315 50.1 99

分 担 金 及 び 負 担 金 977,005 1.2 100 983,450 1.2 101

使 用 料 及 び 手 数 料 1,555,322 1.8 100 1,570,017 1.9 101

財 産 収 入 415,405 0.5 100 291,763 0.3 70

寄 附 金 9,175 0.0 100 36,314 0.0 396

繰 入 金 1,114,398 1.3 100 1,046,678 1.2 94

繰 越 金 4,353,449 5.1 100 3,794,452 4.5 87

諸 収 入 3,876,343 4.5 100 3,843,078 4.5 99

30,484,875 35.5 100 30,860,639 36.3 101

地 方 譲 与 税 483,369 0.6 100 490,103 0.6 101

利 子 割 交 付 金 59,947 0.1 100 31,019 0.0 52

配 当 割 交 付 金 232,307 0.3 100 161,409 0.2 69

株式等譲渡所得割交付金 250,025 0.3 100 99,667 0.1 40

地 方 消 費 税 交 付 金 4,811,602 5.6 100 4,239,147 5.0 88

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 44,256 0.0 100 43,936 0.1 99

自 動 車 取 得 税 交 付 金 178,957 0.2 100 213,399 0.3 119

地 方 特 例 交 付 金 190,502 0.2 100 189,653 0.2 100

地 方 交 付 税 1,195,969 1.4 100 1,090,651 1.3 91

交通安全対策特別交付金 44,414 0.0 100 41,265 0.0 93

国 庫 支 出 金 13,089,494 15.3 100 12,944,684 15.2 99

県 支 出 金 5,413,933 6.3 100 5,444,106 6.4 101

市 債 4,490,100 5.2 100 5,871,600 6.9 131

環 境 性 能 割 交 付 金 - - - - - -

85,753,672 100.0 100 85,069,706 100.0 99合　　　　　　計

自　　　　主　　　　財　　　　源

依　　　　存　　　　財　　　　源

２　８２　７

－296－



決　算　額 構成比 指数 決　算　額 構成比 指数 決　算　額 構成比 指数

55,954,666 65.0 101 54,521,664 63.8 99 53,481,237 61.9 97

43,807,930 50.9 102 43,792,260 51.3 102 43,827,745 50.7 102

1,026,712 1.2 105 1,051,453 1.2 108 790,185 0.9 81

1,560,957 1.8 100 1,576,982 1.9 101 1,486,584 1.7 96

264,700 0.3 64 293,697 0.3 71 106,436 0.1 26

30,063 0.0 328 30,384 0.0 331 109,593 0.2 1,194

1,355,345 1.6 122 759,711 0.9 68 773,198 0.9 69

3,944,197 4.6 91 3,652,568 4.3 84 3,044,762 3.5 70

3,964,762 4.6 102 3,364,609 3.9 87 3,342,734 3.9 86

30,129,256 35.0 99 30,872,068 36.2 101 32,919,352 38.1 108

489,273 0.6 101 495,451 0.6 102 503,723 0.6 104

46,845 0.1 78 43,814 0.1 73 22,697 0.0 38

220,277 0.3 95 183,776 0.2 79 209,210 0.2 90

237,185 0.3 95 161,193 0.2 64 125,756 0.1 50

4,360,196 5.0 91 4,599,493 5.4 96 4,430,691 5.1 92

44,010 0.1 99 43,363 0.1 98 41,844 0.1 95

264,810 0.3 148 263,363 0.3 147 140,260 0.2 78

202,102 0.2 106 243,006 0.3 128 559,585 0.6 294

1,060,660 1.2 89 895,559 1.0 75 1,179,933 1.4 99

38,923 0.0 88 35,567 0.0 80 33,339 0.0 75

13,541,143 15.7 103 13,376,369 15.7 102 14,575,310 16.9 111

5,258,032 6.1 97 5,366,714 6.3 99 5,835,856 6.8 108

4,365,800 5.1 97 5,164,400 6.0 115 5,217,352 6.0 116

- - - - - - 43,796 0.1 皆増

86,083,922 100.0 100 85,393,732 100.0 100 86,400,589 100.0 101

（単位：千円、％）

元２　９ ３　０

－297－



目的別歳出決算額の推移

　　　　年　　　度

 区　　　分 決　算　額 構成比 指数 決　算　額 構成比 指数

議 会 費 496,780 0.6 100 450,107 0.6 91

総 務 費 10,429,102 12.7 100 8,264,536 10.2 79

民 生 費 35,669,307 43.5 100 36,782,275 45.3 103

衛 生 費 7,422,305 9.1 100 7,698,866 9.5 104

労 働 費 235,961 0.3 100 230,939 0.3 98

農 林 水 産 業 費 688,236 0.8 100 622,172 0.8 90

商 工 費 2,124,350 2.6 100 1,947,369 2.4 92

土 木 費 9,417,233 11.5 100 9,601,783 11.8 102

消 防 費 2,944,318 3.6 100 3,447,998 4.2 117

教 育 費 6,654,707 8.1 100 6,356,754 7.8 96

公 債 費 4,777,690 5.8 100 5,092,710 6.3 107

諸 支 出 金 965,000 1.2 100 630,000 0.8 65

災 害 復 旧 費 134,231 0.2 100 - - -

合　　　　計 81,959,220 100.0 100 81,125,509 100.0 99

２　７ ２　８

－300－



決　算　額 構成比 指数 決　算　額 構成比 指数 決　算　額 構成比 指数

446,484 0.5 90 446,824 0.5 90 429,271 0.5 86

9,955,086 12.1 95 8,725,247 10.6 84 8,156,901 9.9 78

36,625,986 44.4 103 36,111,195 43.9 101 37,574,940 45.6 105

7,425,200 9.0 100 7,259,903 8.8 98 6,772,013 8.2 91

230,933 0.3 98 231,089 0.3 98 229,295 0.3 97

659,919 0.8 96 783,359 1.0 114 884,884 1.1 129

1,957,209 2.4 92 1,960,506 2.4 92 1,969,647 2.4 93

10,105,078 12.2 107 9,727,595 11.8 103 9,650,176 11.7 102

2,461,720 3.0 84 2,566,011 3.1 87 2,935,732 3.6 100

6,426,134 7.8 97 8,844,017 10.7 133 8,037,989 9.7 121

5,448,671 6.6 114 5,301,700 6.4 111 5,332,943 6.5 112

630,000 0.8 65 375,000 0.5 39 375,000 0.4 39

58,935 0.1 44 16,524 0.0 12 111,112 0.1 83

82,431,355 100.0 101 82,348,970 100.0 100 82,459,903 100.0 101

（単位：千円、％）

元２　９ ３　０

－301－



性質別歳出決算額の推移

年　　　度

区　　　分 決　算　額 構成比 指数 決　算　額 構成比 指数

40,889,160 49.9 100 42,910,558 52.9 105

人 件 費 14,852,779 18.1 100 14,712,282 18.1 99

扶 助 費 21,258,691 26.0 100 23,105,570 28.5 109

公 債 費 4,777,690 5.8 100 5,092,706 6.3 107

6,796,621 8.3 100 7,847,658 9.7 115

普 通 建 設 事 業 費 6,659,289 8.1 100 7,847,658 9.7 118

災 害 復 旧 費 137,332 0.2 100 - - -

34,273,439 41.8 100 30,367,293 37.4 89

物 件 費 10,624,218 13.0 100 9,855,767 12.1 93

補 助 費 等 4,700,672 5.7 100 7,075,625 8.7 151

維 持 補 修 費 969,580 1.2 100 978,081 1.2 101

繰 出 金 12,247,397 14.9 100 7,860,222 9.7 64

積 立 金 2,072,490 2.5 100 788,979 1.0 38

投資及び出資金・貸付金 3,659,082 4.5 100 3,808,619 4.7 104

81,959,220 100.0 100 81,125,509 100.0 99

　　投　　　資　　　的　　　経　　　費

２　７ ２　８

合 計

　　義　　　務　　　的　　　経　　　費

　　そ の 他

－302－



決　算　額 構成比 指数 決　算　額 構成比 指数 決　算　額 構成比 指数

43,505,070 52.8 106 43,847,547 53.2 107 44,746,430 54.3 109

14,890,344 18.1 100 15,303,587 18.6 103 15,176,991 18.4 102

23,166,061 28.1 109 23,242,266 28.2 109 24,236,502 29.4 114

5,448,665 6.6 114 5,301,694 6.4 111 5,332,937 6.5 112

6,762,630 8.2 99 6,600,852 8.0 97 6,512,481 7.9 96

6,703,695 8.1 101 6,584,328 8.0 99 6,401,369 7.8 96

58,935 0.1 43 16,524 0.0 12 111,112 0.1 81

32,163,655 39.0 94 31,900,571 38.8 93 31,200,992 37.8 91

10,402,809 12.6 98 10,851,333 13.2 102 11,736,983 14.2 110

7,315,152 8.9 156 7,243,969 8.8 154 6,796,406 8.2 145

993,408 1.2 102 1,104,362 1.3 114 1,116,431 1.4 115

7,955,591 9.6 65 7,460,623 9.1 61 7,875,065 9.5 64

1,115,695 1.4 54 1,947,284 2.4 94 1,048,349 1.3 51

4,381,000 5.3 120 3,293,000 4.0 90 2,627,758 3.2 72

82,431,355 100.0 101 82,348,970 100.0 100 82,459,903 100.0 101

３　０

（単位：千円、％）

元２　９
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   市債現在高

令和2年5月31日現在（単位：千円）

決算年度中 決算年度中
借  入  額 元金償還額

30,513,621 3,429,700 2,975,694 30,967,627

  総　　　務 5,308,679 74,200 348,897 5,033,982

  民　　　生 1,379,640 375,900 106,431 1,649,109

　衛　　　生 6,239,174 31,700 677,511 5,593,363

　農林水産 199,662 141,900 40,166 301,396

　土　　　木 8,271,048 1,376,000 989,903 8,657,145

　住　　　宅 1,323,339 124,700 140,797 1,307,242

　消　　　防 1,328,835 303,000 123,723 1,508,112

　教　　　育 6,463,244 1,002,300 548,266 6,917,278

112,110 103,700 7,721 208,089

23,616,892 1,683,952 2,040,235 23,260,609

　減税補てん債 1,184,498 267,389 917,109

　臨時財政対策債 22,432,394 1,683,952 1,772,846 22,343,500

54,242,623 5,217,352 5,023,650 54,436,325

13,139,554 57,800 614,168 12,583,186

39,384,408 1,543,000 3,719,701 37,207,707

52,523,962 1,600,800 4,333,869 49,790,893

106,766,585 6,818,152 9,357,519 104,227,218合 計

一

般

会

計

  普    通   債

  災　害　復　旧　債

　そ   の   他

小　　　計

下水道

小　　　計

公
営
企
業
会
計

病院

決算年度末
現  在  高

区 分
前年度末
現  在  高

決算年度中増減額
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　基金の状況
令和2年5月31日現在 (単位:千円)

前年度末 決算年度中 決算年度末
現 在 高 増 減 高 現 在 高

平塚市財政調整基金 6,963,726 748,779 7,712,505

平塚市河口対策事業基金 571,885 △ 12,222 559,663

平塚市国民健康保険基金 273,922 △ 118,000 155,922

平塚市競輪事業基金 1,586,194 99 1,586,293

平塚競輪場施設整備基金 1,061,820 61 1,061,881

平塚市庁舎建設基金 517,550 52 517,602

平塚市みどり基金 1,346,062 △ 4,807 1,341,255

平塚市下水道事業環境整備基金 161,249 212 161,461

平塚市文化振興基金 51,618 △ 2,520 49,098

平塚市介護保険給付費支払準備基金　 1,021,181 220,048 1,241,229

平塚市公共施設整備保全基金 4,120,000 △ 473,773 3,646,227

平塚市子ども・子育て基金 279,731 8,968 288,699

平塚市協働のまちづくり基金 22,820 △ 511 22,309

平塚市森林環境譲与税基金 10,973 10,973

合 計 17,977,758 377,359 18,355,117

基　金　の　名　称
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１　病院事業決算報告書について

（１） 収益的収入及び支出

収入 （単位：千円）
A B B－A

予算額 決算額
予算額に比べ
決算額の増減

13,976,743 14,126,495 149,752

支出 （単位：千円）
A B A－B

予算額 決算額 不用額

14,326,970 14,144,052 182,918

（２） 資本的収入及び支出

収入 （単位：千円）
A B B－A

予算額 決算額
予算額に比べ
決算額の増減

386,888 325,865 △ 61,023

支出 （単位：千円）
A B C A－B－C

予算額 決算額 翌年度繰越額 不用額

1,136,386 1,036,075 3,974 96,337

※ 資本的収入額が資本的支出額に不足する額710,210千円は、当年度分消費税及び
地方消費税資本的収支調整額802千円、過年度分損益勘定留保資金709,408千円で
補填した。

資本的支出

Ⅱ　令和元年度病院事業決算

区　分

病院事業収益

区　分

病院事業費用

区　分

資本的収入

区　分
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２　損益計算書について
（単位：千円、％）

A B A-B
令和元年度 平成30年度 増減額

13,788,908 13,601,910 186,998 1.4

13,839,026 13,475,085 363,941 2.7

△ 50,118 126,825 △ 176,943 △ 139.5

うち医業利益 △ 1,294,403 △ 1,173,065 △ 121,338 10.3

うち医業外利益 1,244,285 1,299,890 △ 55,605 △ 4.3

299,406 162,248 137,158 84.5

267,648 243,639 24,009 9.9

△ 18,360 45,434 △ 63,794 △ 140.4

5,568,177 5,613,612 △ 45,435 △ 0.8

5,586,537 5,568,177 18,360 0.3

３　貸借対照表について
（単位：千円）

　固　定　資　産 17,611,156 　固　定　負　債 17,835,501

　流　動　資　産 4,327,772 　流　動　負　債 1,968,456

　繰　延　収　益 1,320,485

21,124,442

　資　本　金 6,199,592

　剰　余　金 △ 5,385,106

814,486

21,938,928 21,938,928

科　目
増減率

① 経常収益

② 経常費用

③ 経常利益 （①－②）

④ 特別利益

⑤ 特別損失

⑥ 当年度純利益 (③+④-⑤)

⑦ 前年度繰越欠損金

⑧ 当年度未処理欠損金

資　　産 金　　額 負債及び資本 金　　額

負債の部　合計

資本の部　合計

資産の部　合計 負債及び資本の部　合計
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１　下水道事業決算報告書について

（１） 収益的収入及び支出

収入 （単位：千円）
A B B－A

予算額 決算額
予算額に比べ
決算額の増減

7,993,294 7,804,084 △ 189,210

219,129 218,546 △ 583

支出 （単位：千円）
A B A－B

予算額 決算額 不用額

7,444,266 7,226,364 217,902

219,129 211,023 8,106

（２） 資本的収入及び支出

収入 （単位：千円）
A B B－A

予算額 決算額
予算額に比べ
決算額の増減

4,429,304 2,796,699 △ 1,632,605

9,667 9,667 0

支出 （単位：千円）
A B C A－B－C

予算額 決算額 翌年度繰越額 不用額

7,158,046 5,383,669 1,565,700 208,677

63,753 63,752 0 1

※ 資本的収入額が資本的支出額に不足する額2,641,055千円は、
当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額79,903千円、過年度分損益勘定留保資金
117,438千円、減債積立金1,465,979千円、当年度分損益勘定留保資金977,735千円で補填した。

農業集落排水事業資本的収入

区　分

公共下水道事業資本的支出

農業集落排水事業費用

農業集落排水事業資本的支出

公共下水道事業費用

区　分

公共下水道事業資本的収入

Ⅲ　令和元年度下水道事業決算

区　分

公共下水道事業収益

区　分

農業集落排水事業収益
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２　損益計算書について
（単位：千円、％）

A B A-B
令和元年度 平成30年度 増減額

7,703,335 8,061,352 △ 358,017 △ 4.4

7,196,671 7,095,345 101,326 1.4

506,664 966,007 △ 459,343 △ 47.6

うち営業利益 △ 1,681,245 △ 1,284,615 △ 396,630 30.9

うち営業外利益 2,187,909 2,250,622 △ 62,713 △ 2.8

28,593 73,878 △ 45,285 △ 61.3

29,916 64,195 △ 34,279 △ 53.4

505,341 975,690 △ 470,349 △ 48.2

0 824,154 △ 824,154 皆減

1,465,980 268,272 1,197,708 446.5

1,971,321 2,068,116 △ 96,795 △ 4.7

３　貸借対照表について
（単位：千円）

　固　定　資　産 113,340,666 　固　定　負　債 33,644,992

　流　動　資　産 3,153,391 　流　動　負　債 4,661,104

　繰　延　収　益 49,689,783

87,995,879

　資　本　金 23,254,396

　剰　余　金 5,243,782

28,498,178

116,494,057 116,494,057

負債及び資本 金　　額

負債の部　合計

資本の部　合計

資産の部　合計 負債及び資本の部　合計

⑤ 特別損失

⑥ 当年度純利益 (③+④-⑤)

⑦ 前年度繰越利益剰余金

⑨ 当年度未処分利益剰余金

資　　産 金　　額

⑧ その他未処分利益剰余金変動額

科　目
増減率

① 経常収益

② 経常費用

③ 経常利益 （①－②）

④ 特別利益
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